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はじめに

当委員会は 2013～2014年に小児医療提供体制（中核
病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科 A，
地域振興小児科 B）の調査を行って報告した（以下，
2014年調査とする）１）．その後に，地域小児科センター
等の変更の報告が委員会宛に複数届いていた．2017
年の第 7次医療計画の指針２）で小児中核病院（中核病院
小児科に相当），小児地域医療センター（地域小児科セ
ンターに相当），小児地域支援病院（地域振興小児科 A
に相当）の 3類型が示されたが，2018年度の各都道府
県の医療計画をみると，この 3類型への対応に温度差
がみられた．2017年度から日本小児科学会は新専門医
制度に移行して，小児科専門研修プログラムを有する
基幹施設による枠組みができて，小児医療提供体制と
切り離せないものになった．2018年から，医師の働き
方改革が重点課題になって，労働状況の調査が必要に
なった．以上の 4点の社会変化から小児医療提供体制
の再調査が必要となり， 2019年度に調査を実施した．
小児医療提供体制の現状把握と今後の医療計画見直し
等へのデータの活用が目的である．

方 法

2019年 8月 8日付けで，47都道府県小児科地方会会
長宛に，中核病院小児科，地域小児科センター，地域
振興小児科 Aの 3類型病院の調査を依頼した（小児医
療提供体制のご確認のお願い，表 1）．調査項目は，2019
年 4月 1日時点の小児科医師数（常勤，時短，非常勤），
周産期母子医療センター指定，小児科専門研修基幹施
設，小児入院医療管理料及び常勤小児科医師の 1か月
間の最大の当直回数，最大の時間外労働時間である．
中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小
児科 A，地域振興小児科 Bの定義を表 2に示す１）３）．今
回は第 7次医療計画の指針２）にそって，地域振興小児科
Bについては調査していない．
小児科専門研修基幹施設は専門研修プログラム
2019年版で，周産期母子医療センターは 2019年 4月
1日時点の周産期母子医療センターリストで，小児入

院医療管理料は厚生局の届出受理状況で確認した．

結 果

中核病院小児科 118病院，地域小児科センター 395
病院，地域振興小児科 A 114病院，計 627病院が登録
された．中核病院小児科，地域小児科センター，地域
振興小児科 Aリスト 2019を作成して，小児医療圏，周
産期母子医療センター，小児科専門研修基幹施設，小
児入院医療管理料を示した（表 3）．施設名は極力最新
の名称を反映させた．
各都道府県の中核病院小児科，地域小児科センター，
地域振興小児科 A施設数の，2014年１）から 2019年へ
の推移をみた（表 4）．小児医療圏は 300から 293に減
り，中核病院小児科は 12病院増え，地域小児科セン
ターは 4病院減り，地域振興小児科 Aは 34病院増え
た．地域振興小児科 Aがある都道府県は，27道県から
31道県に増えた．都道府県別の中核病院小児科＋地域
小児科センター 1施設当たりの対象小児人口は，全体
では平均 3.0万人，最小値 1.1万人，最大値 7.8万人で
あった．
常勤，時短，非常勤小児科医師数および女性医師に
ついて検討した（表 5）．常勤小児科医師数は全病院の
データを収集できたが，時短，非常勤は未記入があっ
た．常勤小児科医師の総計は 6,947名で，中核病院小児
科 3,258.5名 46.9%，地域小児科センター 3,380.5名
48.7%，地域振興小児科 A 333名 4.4%で，中核病院小
児科と地域小児科センターがほぼ等しく，地域振興小
児科は前二者の 1/10であった．中核病院小児科，地域
小児科センター，地域振興小児科 Aの常勤医師数の平
均値はそれぞれ 27.6名，8.6名，2.7名であった．常勤
小児科医師数の分布は（図 1），中核病院小児科，地域
小児科センター，地域振興小児科 Aそれぞれで 20名
以上，9名以上，3名以上（表 2定義の目標医師数）の
病院が 64.4%，38.0%，50.9%であった．時短医師は 4.8%
で，3類型病院いずれも同様であった．非常勤医師は
43.9%で，地域振興小児科 Aで多い（71.0%）．女性医
師比率は，常勤医師で 31.6%，時短医師で 85.6%，非常
勤医師で 32.8%であった．3類型病院では，地域振興小
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表 1―1　小児医療提供体制調査依頼書

児科 Aで時短医師，非常勤医師における女性医師比率
がやや少ない．
小児科専門研修基幹施設，周産期母子医療センター
を検討した（表 6）．小児科専門研修基幹施設は 179
施設が認定されている（2019年度）が，本調査では中
核病院小児科が 59.2%，地域小児科センターが 40.2%
であり，1施設が地域振興小児科 Bと推定される．総合

周産期母子医療センター，地域周産期母子医療セン
ターは 109施設，300施設，計 409施設が認定されてい
る（2019年 4月）が，本調査では，それぞれ 106施設
（1施設が 2病院合同のため減じた），268施設であっ
た．総合周産期母子医療センターは中核病院小児科に
52.2%，地域小児科センターに 44.0%があり，ほぼ同等
である．地域周産期母子医療センターは地域小児科セ

日児誌 125（4），2021
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表 1―2　小児医療提供体制調査回答書

表 2　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科A，地域振興小児科Bの定義

中核病院小児科
三次医療圏に 1か所
三次救急医療・集中治療，専門医療を提供
周産期母子医療センター（できれば総合～）
小児科専門医育成（専門研修基幹施設），サブスペシャルティ研修
小児科医師 20 名目標，小児入院医療管理料 1～ 2
医師派遣機能
小児在宅医療，子ども虐待対応（CPTを有する）

地域小児科センター
二次医療圏・小児医療圏に 1か所以上
24 時間の入院医療・二次救急医療，専門医療を提供
圏域で 24 時間初期救急機能が他にない場合は，それを補完する
周産期母子医療センター
小児科専門医育成，一部のサブスペシャルティ研修
小児科医師 9名目標，小児入院医療管理料 2～ 3
小児在宅医療，子ども虐待対応（CPTを有する）

地域振興小児科A
中核病院小児科・地域小児科センターいずれもない医療圏において最大の病院小児科
隣接医療圏からアクセス 1時間以上
小規模な入院診療
地域医療機関および隣接医療圏と連携協力して小児救急医療・新生児医療を行う
小児科医師 3名目標，小児入院医療管理料 4～ 5

地域振興小児科B＊
中核病院小児科・地域小児科センターがある医療圏において下記機能のいずれかを担い，中核病院小児科・
地域小児科センターを補助する
小児救急医療，小児初期救急医療，新生児医療，特定の専門診療，障害児医療
サブスペシャルティ研修
小児科医師数は様々，小児入院医療管理料 2～ 4
一部で，小児在宅医療，子ども虐待対応（CPTを有する）

＊今回の調査では地域振興小児科Bは調査していない．
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表 3　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科Aリスト 2019
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表 3　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科Aリスト 2019（続き）
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表 3　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科Aリスト 2019（続き）
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表 3　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科Aリスト 2019（続き）
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表 3　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科Aリスト 2019（続き）
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表 3　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科Aリスト 2019（続き）
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表 3　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科Aリスト 2019（続き）
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表 3　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科Aリスト 2019（続き）

ンターに多くあり（68.7%），地域振興小児科 Aにも
5.3%ある．
小児入院医療管理料の算定状況は（表 6），中核病院
小児科，地域小児科センター，地域振興小児科 Aそれ
ぞれの目標が小児入院医療管理料 2，3，5であるとする
と（やや緩和している），中核病院小児科で小児入院医
療管理料 3以下が 7.6%，地域小児科センターで小児入
院医療管理料 4以下あるいは管理料なしが 49.0%，地
域振興小児科 Aで小児入院医療管理料なしが 43.9%
であった．全体では小児入院医療管理料 4が 31.6%で
もっとも多い．
常勤医師の 1か月当たりの最大当直回数，最大時間
外労働時間，最大時間外労働時間 80時間超，100時間
超の病院の比率を 3類型病院で比較した（表 7）．1か
月当たりの最大当直回数の平均値は中核病院小児科
5.7回，地域小児科センター 5.4回で，地域振興小児科
Aは少ない（2.9回）．最大時間外労働時間の平均値は，
中核病院小児科 92.0時間，地域小児科センター 81.3
時間，地域振興小児科 A 48.2時間で，中核病院小児科
が最も多い．1か月当たり最大時間外労働時間が 80
時間，100時間を超える医師がいる病院の比率は，中核
病院小児科，地域小児科センターで高い．女性医師は，
当直回数が 1～1.5回，時間外労働時間が 20～30時間

少なくなった．

考 察

中核病院小児科 118病院，地域小児科センター 395
病院，地域振興小児科 A 114病院，計 627病院が登録
され，中核病院小児科が 12病院，地域振興小児科 A
が 34病院増え，地域振興小児科 Aがある県が 4県増
えた．集約化と専門医研修制度により中核病院小児科
が整備され，地域振興小児科 Aの理解が進んでそれら
が増加した．都道府県別の中核病院小児科＋地域小児
科センター 1施設当たりの対象小児人口が平均値 3.0
万人であることは，今後の医療体制整備の目安になる．
中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小
児科 Aの常勤医師数の平均値は 27.6名，8.6名，2.7
名で，3類型病院の定義の目標値（表 2）に近いものの，
バラツキがあって，中核病院小児科の 35.6%，地域小児
科センターの 62.0%，地域振興小児科 Aの 49.1%が目
標医師数を満たしていない．診療，小児保健，教育機
能の点から３）改善を要する．時短医師総数，非常勤医師
総数の常勤医師総数対比率は 4.8%，43.9%であった．
時短医師の 85.6%は女性医師である．時短医師 4.8%
は，雇用均等基本調査（2017年度）2.5%に比べて少な
くない４）．常勤医師の女性医師比率は 31.6%で，3類型
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表 4　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科A施設数の推移
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表 5　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科Aの小児科医師数（常勤，時短，非常勤，女性医師）

中核病院
小児科

地域小児科
センター

地域振興
小児科A 全体

病院数 118 395 114 627

常勤小児科
医師数

総計 3,258.5 3,380.5 308 6,947
平均値（最小値～最大値） 27.6（5 ～ 92） 8.6（1 ～ 56） 2.7（0 ～ 9） 11.1（0 ～ 92）

時短小児科
医師数

総計 168 151 14 333
平均値（最小値～最大値） 1.5（0 ～ 29） 0.4（0 ～ 5） 0.1（0 ～ 4） 0.6（0 ～ 29）
常勤小児科医師との比 5.2% 4.5% 4.5% 4.8%

非常勤小児科
医師数

総計 1,198 1,632.7 218.8 3,049.5
平均値（最小値～最大値） 10.4（0 ～ 112） 4.5（0 ～ 111） 2.2（0 ～ 16） 5.3（0 ～ 112）
常勤小児科医師との比 36.8% 48.3% 71.0% 43.9%

女性常勤小児
科医師数

総計 957.5 1,159 82 2,198.5
平均値（最小値～最大値） 8.3（1 ～ 33） 3.0（0 ～ 21） 0.8（0 ～ 5） 3.6（0 ～ 33）

女性医師比率 29.4% 34.3% 26.6% 31.6%

女性時短小児
科医師数

総計 139 137 9 285
平均値（最小値～最大値） 1.3（0 ～ 10） 0.4（0 ～ 5） 0.1（0 ～ 3） 0.6（0 ～ 10）

女性医師比率 82.7% 90.7% 64.3% 85.6%

女性非常勤
小児科医師数

総計 462 487.7 50.1 999.8
平均値（最小値～最大値） 4.1（0 ～ 39） 1.4（0 ～ 40） 0.5（0 ～ 3） 1.8（0 ～ 40）

女性医師比率 38.6% 29.9% 22.9% 32.8%

※2019 年 4 月時点

図 1 中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科Aの常勤小児科医師数
※2019 年 4 月時点

病院では地域小児科センターが最も多い．
地域周産期母子医療センター 32病院，総合母子医療
センター 3病院，小児科専門研修基幹施設 1病院が今
回の 3類型病院に含まれず，今回調査していない地域
振興小児科 Bに含まれている可能性がある．地域周産
期母子医療センターは地域小児科センターが主体であ

るが，地域振興小児科 Aの場合もある（5.3%）．地域振
興小児科 Bは，表 2の定義に示すように救急医療，周
産期医療，専門診療，障害児医療，いずれかの機能１）３）

を持ち，2017年の第 7次医療計画の指針２）には示され
ていないが，今後，検討が必要と考える．地域振興小
児科 Bの追加調査，地域振興小児科 Bの機能分類の議



令和 3年 4月 1日 707―（151）

表 6　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科Aの小児科専門研修基幹施設，周産期母子医
療センター，小児入院医療管理料

中核病院
小児科

地域小児科
センター

地域振興
小児科A 全体

病院数 118 395 114 627

常勤小児科医師数 3,258.5（46.9%） 3,380.5（48.7%） 308（4.4%） 6,947

小児科専門研修基幹施設#1  106（59.2%）      72（40.2%） 0 178
総合周産期母子医療センター#2 57＊（52.2%）      48（44.0%） 1 　106＊
地域周産期母子医療センター#3   46（15.3%）     206（68.7%） 16（5.3%） 268

小児入院医療管理料 1   46（39.0%）      29（7.3%） 0  75（12.0）
小児入院医療管理料 2   63（53.4%）     111（28.1%）   3（2.6%） 177（28.2%）
小児入院医療管理料 3    5（4.2%）      64（16.2%）   2（1.8%）  71（11.3%）
小児入院医療管理料 4    4（3.4%）     152（38.5%）  42（36.8%） 198（31.6%）
小児入院医療管理料 5 0      12（3.0%）  17（14.9%）  29（4.6%）
小児入院医療管理料なし 0      27（6.8%）  50（43.9%）  77（12.3%）

※2019 年 4 月時点
#1，#2，#3：それぞれの認定施設数対比（専門研修 179，総合周産期 109，地域周産期 300 に対して）
＊：総合周産期母子医療センターの 1つが 2病院合同のため 1減じている．

表 7　中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児科Aの常勤小児科医師の 1か月当たりの最大当直回数，
最大時間外労働時間

中核病院
小児科

地域小児科
センター

地域振興
小児科A 全体

病院数 118 395 114 627

1 か月当たりの最大当直回数＊  5.7（2 ～ 13.5） 5.4（0 ～ 25） 2.9（0 ～ 12） 5.0（0 ～ 25）
1 か月間当たりの最大時間外労働時間＊ 92.0（2 ～ 185） 81.3（0 ～ 250） 48.2（0 ～ 140） 77.6（0 ～ 250）
最大時間外労働 80 時間超/月の病院の比率 61.0% 46.1% 16.7% 43.5%
最大時間外労働 100 時間超/月の病院の比率 44.9% 30.6%  6.1% 28.9%

女子医師の 1か月当たりの最大当直回数＊  4.8（0 ～ 13） 3.6（0 ～ 12） 1.1（0 ～ 10） 3.4（0 ～ 13）
女子医師の 1か月間当たりの最大時間外労
働時間＊

68.2（0 ～ 160） 50.4（0 ～ 180） 18.3（0 ～ 100） 48.1（0 ～ 180）

女子医師の最大時間外労働 80 時間超/月の
病院の比率

32.2% 22.0%  2.6% 20.4%

女子医師の最大時間外労働 100 時間超/月の
病院の比率

20.3% 14.4%  0.9% 13.1%

※2019 年 4 月時点，＊平均値（最小値～最大値）を示した．

論が必要である．
小児入院医療管理料は管理料 3が少なく（11.3%），
管理料 4が多い（31.6%）のは，小児科単独病棟か混合
病棟かの算定要件が影響していると思われる．小児科
入院の減少傾向および病棟の有効利用の観点から，小
児科単独病棟を諦める病院が増えてきている．地域小
児科センターの 49.0%，地域振興小児科 Aの 43.9%
が十分な小児入院医療管理料を取得できていない．現
状に即した小児入院医療管理料の見直しが必要と思わ
れる．
1か月当たりの最大当直回数の平均値は中核病院小
児科，地域小児科センターが 5.7回，5.4回で，地域振
興小児科 Aは 2.9回であったが，バラツキが大きく 10

回以上の病院がある．1か月当たりの最大時間外労働
時間は，平均値と 80時間超の病院比率が中核病院小児
科で 92.0時間，61.0%，地域小児科センターで 81.3時
間，46.1%で，両者とも時間外労働を是正する必要があ
る．女性医師の当直回数，時間外労働時間は幾分軽減
されるものの，同じく是正を要する者がいる．医師の
働き方改革において，労務管理の徹底（連続勤務時間，
勤務間インターバルの調査も含めて），タスクシフト，
タスクシェア，病院間連携（非常勤医師）等を進める
必要がある５）と考える．
前回調査 2014年から 5年後の 2019年に調査して，

中核病院小児科，地域小児科センター，地域振興小児
科 Aリスト 2019を作成した．今後の課題は，地域小児
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科センターの常勤医師数，中核病院小児科・地域小児
科センター・地域振興小児科 Aの小児科医師の労働
環境，小児入院医療管理料の見直し，地域振興小児科
Bの追加調査の 4点である．

結 語

前回調査（2014年）から 5年を経て調査して，627
病院が登録され，解析を行った．今後の小児医療提供
体制の議論，第 7次医療計画の見直しに役立てていた
だきたい．
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